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  人口減少と経済・財政 衆議院議員選挙でも「国難？」  

人口減少に対応するということで「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を各自治体が作成しました。

今回埼玉県の人口動態を改めて確認してみました。埼玉県全体では 2010年に 692万 7 千人が、2014

年に 722万 3 千人、2017年 4 月に 729万 4 千人と伸び率は小さくなっているものの増加を続けていま

す。（次ページの表参照）
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現状もこの傾向に大きな変更はないと考えられます。2014年と比較して人口増となったのは東松山

市、深谷市を除けばそれまでも増加傾向にあった市となっています。逆にこれまで増加傾向だったが

減少に転じたのが、所沢市、入間市、和光市、鶴ヶ島市、日高市となっています。 
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₉では、県内の人口について

｢高齢化の状況｣「自然増減の状況」「社会増減

の状況」を検討している。細かい記載は埼玉県

ホームページから「戦略」を読んでもらいたい

が、おおむね読者が予想する通り、「高齢化は

進行し」｢自然減が進んでいる｣「秩父や比企地

域を除けばまだ社会増は続いている」というこ

とが言えます。 

右は今年 5 月 5 日（子供の日）の毎日新聞の

記事ですが全国的には、既に 36 年も 14歳以下

の子供の数は減少し続けています。 
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少子化の理由は、家族の在り方、結婚

に対する考え方、結婚生活と労働の在り

方、社会における将来に対する希望や不

安の状況、子育て環境の在り方、教育費

の高さ、男女の役割に対する考え方など

様々な理由が考えられます。これを全て

個人で解決はできない。そこで公の役割

として考えられているのが、子育て支援

としての保育所や学童保育の充実であり、

子ども医療費の無償化ということになる。 

総選挙で公約をした自民党は保育の 3

歳から 5 歳の無償化を検討中であり、高

等教育に対する奨学金の充実も検討され

始めている。これらは住民に身近な自治

体で先行実施されてきたことを政府が後

追いしなければならないところまで状況

1 217.49 1,280,576 1,245,196 1,127,584
2 109.16 352,724 348,978 329,934
3 159.88 197,059 199,898 207,703
4 61.97 582,371 566,802 513,032
5 67.37 80,858 83,559 90,413
6 577.69 62,295 64,687 68,482
7 71.99 341,100 342,208 328,768
8 193.18 80,359 81,858 85,638
9 133.47 111,598 113,184 118,044

10 89.71 77,651 80,114 82,530
11 65.33 91,913 89,941 93,464
12 65.98 231,825 235,285 242,166
13 49.04 151,274 153,010 161,963
14 58.55 54,495 55,268 57,663
15 67.49 117,890 118,444 119,887
16 138.41 143,058 142,788 146,391
17 45.55 225,266 225,064 212,964
18 27.42 248,691 245,012 226,726
19 60.31 341,057 330,537 308,127
20 5.10 73,179 71,376 71,490
21 18.17 139,187 129,344 107,284
22 44.74 147,611 149,155 147,051
23 18.38 138,053 131,869 118,756
24 9.06 74,445 71,422 64,956
25 11.04 81,284 81,741 67,840
26 22.80 163,573 161,540 150,119
27 25.26 74,214 74,042 73,961
28 82.40 151,903 152,608 153,903
29 19.84 66,590 67,634 69,577
30 18.03 88,342 85,274 75,478
31 19.70 108,924 108,004 102,288
32 30.21 138,593 134,309 132,205
33 27.27 62,110 62,508 64,919
34 40.97 101,755 101,523 98,705
35 33.95 52,010 53,145 57,176
36 17.73 70,117 70,327 67,725
37 47.48 56,001 57,110 54,289
38 31.62 70,645 67,587 56,893
39 14.67 111,800 108,777 99,997
40 24.88 51,978 50,912 46,930
41 14.80 44,611 43,785 31,636
42 15.30 38,588 38,404 35,664
43 34.03 36,728 38,067 39,436
44 40.44 11,444 12,075 13,823
45 29.71 18,644 17,924 12,999
46 29.85 18,129 18,360 19,953
47 60.45 30,389 31,745 37,750
48 41.72 20,353 21,291 23,288
49 38.63 19,162 20,179 22,416
50 25.71 14,025 14,563 17,212
51 56.77 11,147 11,750 14,113
52 49.35 8,288 8,699 9,901
53 63.61 9,884 10,412 12,285
54 30.40 7,152 7,555 8,615
55 171.45 11,703 12,622 15,215
56 37.17 2,809 3,100 4,119
57 33.48 11,014 11,497 12,224
58 47.42 13,567 14,094 15,047
59 29.21 30,315 30,723 29,808
60 64.17 33,444 34,595 37,832
61 15.95 34,016 33,501 35,303
62 30.00 45,023 45,894 47,202
63 16.22 29,681 30,442 29,032

3798.13 7,294,490 7,223,317 6,927,894

日本経済新聞 2017 年 2 月 1 日 
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が切迫していることを示しています。 

藻谷浩介氏は『デフレの正体』の中で

「経済は人口の波で動く」ことを明らか

にしています。少子化は家計消費に直結

し経済にも影響します。 

結論を急ぐことはできませんが、バブ

ル以降日本の資本は、人に対する投資を

やめてその資本強化を図ってきた。この

ことがいわゆる中流階層を減少させ「下

流社会」といわれるまでになってきた。  

そこで顕在化してきたのが「格差と貧

困」であり、いよいよこのままほってお

けないところまで来ているといえます。 

⇔ↄ⌂∫≡™╢ ≤  

私は、毎年「県民手帳」を購入してい

ます。これが自治研に役に立っているの

です。県や各市町村の簡単な統計なども

載っています。この統計資料編の中から

次のような資料を作成できます。 

 2018年手帳 2015年手帳 

就業人口 3,484,648 人 3,482,305 人 

小学校数 ８２０校 ８２１校 

小児童数 375,064人 382,020人 

中学校数 ４４６校 ４５２校 

中生徒数 193,238人 196,384人 

幼稚園数 ５７４園 ６２６園 

１世帯実収入 476,085円 595,450円 

1 世帯実支出 367,258円 440,732円 

エンゲル係数 ２３．１％ ２１．７％ 

1 世帯貯蓄額 12,544 千円 12,426 千円 

1 世帯負債額 8,248 千円 8,400 千円 

注：項目によって統計を取っている年が違うので、あ

くまで経年変化の傾向を見ることしかできません。 

就業人口は増加しています。前頁の新

聞記事にもある通り埼玉はまだ流入人口

が多いということで説明できます。 

小学校数、中学校数はわずかですが減

っています。児童・生徒数も減少してい

ます。過疎地域で学校統廃合が始まって

いることが考えられます。幼稚園数が大

きく減少しているのはやはり人口減少自

治体で少子化が進んでいることの表れと

みることができます。 

家計が苦しくなっていることは、勤労

者世帯での実収入、実支出の項で明らか

です。そしてその厳しさはエンゲル係数

が増加していることに典型的に表れてい

ます。 

さらに、貯蓄が増加し負債が減ってい

ることは良いことのようにも解釈できま

すが、この間の社会保障の状況（年金の

減額、医療費・介護保険の負担増など）

を考慮すると将来不安に対するささやか

な抵抗という見方もできます。 
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こうして数字で見てくると少子高齢化

の実態と「格差と貧困」を具体化できま

す。ではどうしたらこのような困難に対

処できるでしょうか。 

まず、私たちは労働運動によってしっ

かりと個人としての時間と資金（賃金）

を確保することが必要だと考えます。こ

のように困難な時代だからこそ、賃上げ

労働時間短縮による「人間らしい生活」

の確保が重要です。 

そして、個人や共助で補えない社会保

障はしっかりと政治が考えなくてはなり

ません。少子化の原因は都市化と過疎化

の両方にあります。（『埼玉自治研 45号

山下論文参照）当然対処方法は自治体ご

とに違ったものになります。「総合戦略

をコンサルタントに任せるのではなく、
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自治体職員、議員、住民の共同制作をす

る」そういう構えが求められています。 
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